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事  業  報  告 

( 
2022年10月１日から 

2023年９月30日まで ) 
  

１.会社の現況に関する事項 

(１)事業の経過および成果 

当事業年度における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の影響

は落ち着きを見せ、社会の新たな段階への移行が進み、経済活動の正常化に向けた持

ち直しの動きがみられました。しかしながら、国際的な情勢不安の長期化や、物価上

昇、供給面の制約による影響など、依然として先行きは不透明な状況が続いています。 

このような環境下で、当事業年度の業績は、売上高は803,114千円、営業利益24,919

千円、経常利益25,471千円、当期純利益26,934千円となりました。 

 

 (２)設備投資の状況 

該当事項はありません。 

 

(３)資金調達の状況 

該当事項はありません。  

 

(４)対処すべき課題 

①ストック型ビジネスの強化 

当社は、従来サービスを取次販売したことによる販売手数料を主たる収益として

おりましたが、今後においては顧客との契約により得られるストック型収益を強化

していくことを経営課題の一つとして認識しております。ストック型収益は、一度

契約を獲得すると、継続的な利益を得ることができ、顧客からの新規の契約が増加

することで収益が積み上がっていきます。また、同一顧客が複数のサービスを契約

して頂くことにより単価が増加しライフタイムバリューの向上が期待できます。こ

のため、今後の事業拡大を見据えた、更なる新規及び複数サービスの契約獲得に取

り組んでまいります。 

 

②内部管理体制の強化 

当社は、今後もより一層の事業拡大を見込んでおり、経営の公正性・透明性を確

保するための内部管理体制の強化が重要な課題であると考えております。このため、

今後の事業拡大を見据えた、更なる内部管理体制強化に取り組んでまいります。 
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③情報管理体制の強化 

当社は、顧客情報を含む個人情報を取り扱っております。これらの情報につきま

しては、社内規程の厳格な運用、定期的な社内教育の実施、システム環境の整備な

どを行うことで厳密に管理しておりますが、今後も重要な課題のひとつとして認識

し、管理体制の強化に取り組んでまいります。 

 

④優秀な人材の確保 

当社は、今後の事業拡大に伴い、当社の経営理念に共感し高い意欲を持った優秀

な人材を継続的に採用していく必要があると考えております。労働市場における知

名度の向上を図り採用力の向上に努めるとともに、業務環境や福利厚生の改善によ

り採用した人材の離職率の低減も図ってまいります。 

 

(５)財産および損益の状況の推移 

   (単位：百万円) 

区     分 
第８期 第９期 

第10期 
(当事業年度) 

(2021年９月期) (2022年９月期) (2023年９月期) 

売 上 高 1,092 954 803 

営 業 利 益 23 38 24 

経 常 利 益 30 45 25 

当 期 純 利 益 15 △ 51 26 

1株当たり当期純利益(円) 0.00 0.00 0.00 

総 資 産 317 411 449 

純 資 産 57 5 32 
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(６)重要な親会社および子会社の状況 

①親会社との関係 

該当事項はありません。 

 

②重要な子会社の状況 

該当事項はありません。 

  

③特定完全子会社に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(７)主要な事業内容 
 

事     業 主要製品及びサービス 

インターネット無料マンション
「FReeNeXT」事業 
コールセンター事業 
各種取次事業 

パートナー事業 

集合住宅向けインターネット回線 

インターネット回線取次 

防犯カメラ 

 
 
(８)主要な営業所および工場 

 

名   称 所 在 地 

 本社 愛知県名古屋市 

大阪支社 大阪府大阪市 

札幌営業所 北海道札幌市 

岡山営業所 岡山県倉敷市 

福岡営業所 福岡県福岡市 

 

(９)従業員の状況 
 

従 業 員 数 

23名（－） 

(注)使用人数は就業人数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向を含む。)であり、

パート及び嘱託社員は( )内に外数で記載しております。 
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(10)主要な借入先 
 

借   入   先 借   入   額 

名古屋銀行 263 百万円 

岐阜信用金庫 37 百万円 

三十三銀行 32 百万円 

商工中金 10 百万円 

愛知銀行 9 百万円 

 

２.会社の株式に関する事項 

 (１)発行可能株式総数 2,000株 
 

 (２)発行済株式の総数 200株 
 

 (３)株主数 １名 
 

 (４)大株主   
 

 

株   主   名 持   株   数(株) 持  株  比  率(％) 

須田宗樹 200 
 

100.00 
 

  

(５)その他株式に関する重要な事項 

該当する事項はありません。 

 
 
３.会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
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４.会社役員に関する事項 

(１)取締役および監査役の氏名等(2023年９月30日現在) 
 

氏   名 地位および担当 重要な兼職の状況  

須田 宗樹 代表取締役 該当事項はありません。 

山田 雄一 取締役 該当事項はありません。 

外崎 幹也 取締役 該当事項はありません。 
 

 

   
(２)当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等 

①取締役および監査役の報酬等の総額等 

役員区分 

報酬等の 

総額 

(百万円) 

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる 

役員の員数 

(人)  基本報酬 
業績連動報

酬等 

非金銭報酬

等 

取締役 

(うち社外取締役) 

38 

(－) 

38 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

３ 

(0) 

 

(３)社外役員に関する事項 

該当事項はありません。 

 
 
５.会計監査人の状況 

該当事項はありません。  

 

６.会社の体制及び方針 

剰余金の配当の決定に関する方針 

当社は、財務体質の強化と事業拡大のための投資を優先し、さらなる企業価値の向上

を目指すことが株主に対する最大の利益還元につながると考えております。 

今後、将来の財務体質の強化と事業拡大のために必要な内部留保を確保しつつ、当社

を取り巻く事業環境を勘案して、株主に対して安定的かつ継続的な利益還元を実施する

方針ですが、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期については未定であり

ます。 

 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

(注)本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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